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（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年12月期 7,961 △5.6 486 △38.2 525 △35.1 346 △32.0
2021年12月期 8,433 54.7 786 140.3 809 98.2 509 77.9

（注）包括利益 2022年12月期 304百万円 （△54.6％） 2021年12月期 671百万円 （193.6％）

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％
2022年12月期 102.88 － 9.3 9.5 6.1
2021年12月期 150.27 － 15.4 14.8 9.3

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年12月期 5,322 3,806 71.5 1,137.10
2021年12月期 5,761 3,618 62.8 1,067.24

（参考）自己資本 2022年12月期 3,806百万円 2021年12月期 3,618百万円

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

百万円 百万円 百万円 百万円
2022年12月期 338 △200 △300 1,769

2021年12月期 795 △100 △241 1,930

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
（連結）

純資産配当率
（連結）第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年12月期 － － － 45.00 45.00 76 15.0 2.3

2022年12月期 － － － 22.50 22.50 75 21.9 2.0

2023年12月期（予想） － － － － 22.50 21.4

１．2022年12月期の連結業績（2022年１月１日～2022年12月31日）

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
　　　２．2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり当期純利益を算定しております。

（２）連結財政状態

（注）2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計年度の
期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産を算定しております。

（３）連結キャッシュ・フローの状況

２．配当の状況

（注）2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。2021年12月期期末については当
該株式分割前の実際の配当金の額を記載しております。2022年12月期期末及び2023年12月期予想については、
当該株式分割後の配当金の額を記載しております。



（％表示は、対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 7,664 △3.7 529 8.9 544 3.6 349 0.7 105.06

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2022年12月期 3,427,200株 2021年12月期 3,427,200株

②  期末自己株式数 2022年12月期 79,292株 2021年12月期 36,716株

③  期中平均株式数 2022年12月期 3,367,974株 2021年12月期 3,390,648株

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％
2022年12月期 7,908 1.3 509 △30.2 545 △27.1 356 △24.5
2021年12月期 7,807 54.2 729 276.0 747 173.4 471 142.7

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭
2022年12月期 105.72 －
2021年12月期 139.17 －

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭
2022年12月期 4,929 3,440 69.8 1,027.65
2021年12月期 5,219 3,257 62.4 960.74

（参考）自己資本 2022年12月期 3,440百万円 2021年12月期 3,257百万円

３．2023年12月期の連結業績予想（2023年１月１日～2023年12月31日）

（注）当社は、第２四半期（累計）の業績予想は行っておりません。

※  注記事項
（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示
①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有
②  ①以外の会計方針の変更              ：無
③  会計上の見積りの変更                ：無
④  修正再表示                          ：無

（３）発行済株式数（普通株式）

　　　（注）2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。これに伴い、前連結会計
年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を
算定しております。

（参考）個別業績の概要
　　2022年12月期の個別業績（2022年１月１日～2022年12月31日）

（２）個別財政状態

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）

　　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当た

っての注意事項等については、添付資料Ｐ．３「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。

（決算補足説明資料及び決算説明会内容の入手方法）

　　当社は、2023年２月20日（月）に機関投資家及びアナリスト向け説明会を開催する予定です。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況

当連結会計年度におけるわが国の経済は、新型コロナウイルスの感染拡大と縮小を繰り返しつつも、行動制限が

緩和され、社会経済活動の正常化が進むなかで、緩やかな持ち直しの動きが見られました。一方、欧州を中心とす

る地政学リスクの顕在化や、半導体等の部品供給の不足により生産活動に制限が加わるほか、原油等の資源・素材

価格の高騰、急激な円安による物価上昇が留まる兆しが見えず、引き続き先行きが不透明な状況になっておりま

す。

このような経済情勢の下、当社グループは、解体事業を核とした工事現場から発生するスクラップの買取り、産

業廃棄物収集運搬及び中間処理までを一貫して完結する「ワンストップ・サービス」を強みとした営業展開を強化

させるとともに、業務の効率化を中心とした費用削減の取り組みを進めてまいりました。

これらの結果、当連結会計年度における売上高は7,961,663千円（前期比5.6％減）、営業利益は486,527千円

（同38.2％減）、経常利益は525,729千円（同35.1％減）、親会社株主に帰属する当期純利益は346,498千円（同

32.0％減）となりました。

各セグメント別の状況は以下のとおりです。

＜解体事業＞

解体工事については、完工件数は226件とやや増加しましたが、そのうち大型案件は10件となり前連結会計年度

を下回りました。前連結会計年度は高利益率の大型案件の収益が相次いで認識されましたが、当連結会計年度は新

しい地域・業種の解体案件に参入するために利幅を抑えた受注を行ったこと、及び、一時的に進行中の案件数が低

水準となったため見積もり時に想定したよりも配分される間接費割合が増加したことにより利益率が低下しまし

た。

これらの結果、売上高は1,293,231千円（前期比31.6％減）、営業利益は72,357千円（同77.8％減）となりまし

た。受注残高につきましては、従来開示しておりました完成基準にて集計した場合、536,845千円となり、またこ

のうち工事の進行度に応じてすでに売上計上された部分を除いた受注残高は487,607千円となりました。

＜環境事業＞

産業廃棄物処理受託の取扱量は22,067トンと軟調に推移し、再生資源販売の取扱量は14,625トンと堅調に推移し

ました。世界的な半導体不足、物価上昇、及び国際紛争等を背景とする経済の停滞を受け、企業の生産活動由来の

廃棄物の発生が減少したことにより廃棄物の取扱量が減少しました。相場が伸長したことで再生資源販売は堅調で

したが廃棄物処理受託は取扱量の減少のほか、新収益認識基準の適用による影響もあり減収となりました。

これらの結果、売上高は1,725,941千円（前期比3.8％減）、営業利益は146,050千円（同33.0％減）となりまし

た。

＜金属事業＞

スクラップの取扱量は59,415トンと堅調に推移しました。鉄スクラップ等の相場については、当連結会計年度の

上期に一時高水準となった後、下期にはおおむね横這いとなりましたが、平均単価で前連結会計年度を上回ったこ

とで増収となりました。また、スクラップの処理工程の改善により、雑品類から高品位のスクラップを取り出すこ

とができるようになったことが増益に寄与しました。

これらの結果、売上高は4,942,491千円（前期比4.1％増）、営業利益は268,119千円（同10.3％増）となりまし

た。

（２）当期の財政状態の概況

（資産）

　当連結会計年度末における総資産は5,322,215千円となり、前連結会計年度末に比べて439,525千円減少しまし

た。流動資産は、未成工事支出金の減少等により、前連結会計年度末に比べて259,389千円減少の2,910,078千円と

なりました。固定資産は、投資有価証券の減少等により、前連結会計年度末に比べて180,135千円減少の2,412,136

千円となりました。

（負債）

　当連結会計年度末における負債は1,515,298千円となり、前連結会計年度末に比べて627,949千円減少しました。

流動負債は、未払法人税等が減少したこと等により、前連結会計年度末に比べて525,693千円減少の1,079,364千円

となりました。固定負債は、長期借入金の減少等により、前連結会計年度末に比べて102,255千円減少の435,934千

円となりました。

（純資産）

　当連結会計年度末における純資産は、利益剰余金の増加等により、前連結会計年度末に比べて188,424千円増加

し、3,806,916千円となりました。
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（３）当期のキャッシュ・フローの概況

　当連結会計年度における現金及び預金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ161,634千

円減少し1,769,016千円となりました。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動の結果、得られた資金は338,662千円となりました。これは主に、資金の増加として、税金等調整前

当期純利益535,068円、減価償却費203,132千円、売上債権の減少額227,564千円等があった一方、資金の減少と

して、法人税等の支払額373,354千円、契約負債の減少額75,763千円等があったことによるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動の結果、支出した資金は200,278千円となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

159,529千円等によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動の結果、支出した資金は300,018千円となりました。これは、長期借入金の借入による収入100,000千

円、長期借入金の返済による支出229,842千円等によるものであります。

（４）今後の見通し

今後の見通しにつきましては、翌期も新型コロナウイルスの感染拡大と縮小が繰り返されるものの、ウィズコロ

ナ社会への切り替わりに伴い、企業による設備更新の需要は徐々に回復に向かうと予想しています。また、鉄スク

ラップ等の相場については、2020年以降に起こったような急激な変動はしばらく減少するものと予想しています。

かかる状況下、当社は引き続き、解体事業を成長エンジンとして、金属事業と環境事業とのシナジーを実現しつ

つ、あらゆるニーズに対してきめ細かく効率的なサービスを提供することにより収益の増加を目指してまいりま

す。

以上より、2023年12月期の連結業績予想は、売上高7,664百万円(前期比3.7％減）、営業利益529百万円（同

8.9％増）、経常利益544百万円（同3.6％増）、親会社株主に帰属する当期純利益349百万円（同0.7％増）を見込

んでおります。

上記の業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今

後様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

　当社グループは、国内の同業他社との比較可能性、および期間比較可能性を考慮し、当面は、日本基準で連結財

務諸表を作成する方針であります。なお、国際財務報告基準（IFRS）の適用につきましては、国内外の諸情勢を考

慮の上、適切に対応していく方針であります。
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,971,588 1,890,779

受取手形及び売掛金 745,569 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 818,010

完成工事未収入金 104,782 －

商品及び製品 2,777 2,872

仕掛品 10,581 7,566

原材料及び貯蔵品 115,948 105,804

未成工事支出金 180,530 26,786

その他 37,771 58,362

貸倒引当金 △81 △104

流動資産合計 3,169,468 2,910,078

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 281,724 281,682

機械装置及び運搬具（純額） 552,198 514,001

最終処分場（純額） 70,709 68,234

土地 856,650 856,650

リース資産（純額） 149,265 128,377

建設仮勘定 11,213 2,835

その他 22,244 29,423

有形固定資産合計 1,944,006 1,881,204

無形固定資産

のれん 607 －

その他 47,050 37,558

無形固定資産合計 47,657 37,558

投資その他の資産

投資有価証券 428,267 370,158

保険積立金 125,439 104,478

繰延税金資産 4,709 －

その他 42,192 18,737

投資その他の資産合計 600,608 493,374

固定資産合計 2,592,272 2,412,136

資産合計 5,761,740 5,322,215

３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表
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（単位：千円）

前連結会計年度
（2021年12月31日）

当連結会計年度
（2022年12月31日）

負債の部

流動負債

買掛金 353,956 335,706

工事未払金 93,672 56,435

短期借入金 100,000 100,000

１年内返済予定の長期借入金 229,782 167,785

リース債務 34,814 37,442

未払金 111,775 80,717

未払法人税等 229,324 70,009

未成工事受入金 107,324 －

契約負債 － 31,561

賞与引当金 15,269 15,859

受注損失引当金 10,815 －

その他 318,323 183,849

流動負債合計 1,605,058 1,079,364

固定負債

長期借入金 102,379 34,534

リース債務 92,053 54,611

繰延税金負債 31,393 14,393

役員退職慰労引当金 268,627 289,097

退職給付に係る負債 14,232 13,792

資産除去債務 29,505 29,505

固定負債合計 538,190 435,934

負債合計 2,143,248 1,515,298

純資産の部

株主資本

資本金 130,598 130,598

資本剰余金 945,418 945,418

利益剰余金 2,481,925 2,771,002

自己株式 △51,164 △110,240

株主資本合計 3,506,777 3,736,778

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 111,714 70,138

その他の包括利益累計額合計 111,714 70,138

純資産合計 3,618,492 3,806,916

負債純資産合計 5,761,740 5,322,215
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

売上高 8,433,172 7,961,663

売上原価 6,835,031 6,610,636

売上総利益 1,598,141 1,351,026

販売費及び一般管理費 811,278 864,499

営業利益 786,862 486,527

営業外収益

受取利息 56 49

受取配当金 10,007 10,555

受取手数料 4,477 4,340

助成金収入 10,165 4,562

受取保険金 － 18,576

その他 6,674 6,980

営業外収益合計 31,382 45,063

営業外費用

支払利息 6,994 4,649

その他 1,252 1,211

営業外費用合計 8,246 5,860

経常利益 809,998 525,729

特別利益

固定資産売却益 2,356 10,319

特別利益合計 2,356 10,319

特別損失

固定資産除却損 12,644 981

特別損失合計 12,644 981

税金等調整前当期純利益 799,710 535,068

法人税、住民税及び事業税 274,608 196,137

法人税等調整額 15,572 △7,567

法人税等合計 290,181 188,570

当期純利益 509,529 346,498

非支配株主に帰属する当期純利益 － －

親会社株主に帰属する当期純利益 509,529 346,498

（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

（連結損益計算書）

- 6 -

㈱イボキン（5699）　2022年12月期  決算短信〔日本基準〕（連結）



（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

当期純利益 509,529 346,498

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 161,974 △41,576

その他の包括利益合計 161,974 △41,576

包括利益 671,504 304,921

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 671,504 304,921

非支配株主に係る包括利益 － －

（連結包括利益計算書）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 130,598 945,418 2,023,256 △50,597 3,048,675

当期変動額

剰余金の配当 △50,861 △50,861

親会社株主に帰属する

当期純利益
509,529 509,529

自己株式の取得 △567 △567

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 458,668 △567 458,101

当期末残高 130,598 945,418 2,481,925 △51,164 3,506,777

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 △50,259 △50,259 2,998,415

当期変動額

剰余金の配当 △50,861

親会社株主に帰属する

当期純利益
509,529

自己株式の取得 △567

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
161,974 161,974 161,974

当期変動額合計 161,974 161,974 620,076

当期末残高 111,714 111,714 3,618,492

（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）
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（単位：千円）

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 130,598 945,418 2,481,925 △51,164 3,506,777

会計方針の変更による累

積的影響額
18,864 18,864

会計方針の変更を反映した

当期首残高
130,598 945,418 2,500,789 △51,164 3,525,641

当期変動額

剰余金の配当 △76,285 △76,285

親会社株主に帰属する

当期純利益
346,498 346,498

自己株式の取得 △59,076 △59,076

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）

当期変動額合計 － － 270,212 △59,076 211,136

当期末残高 130,598 945,418 2,771,002 △110,240 3,736,778

その他の包括利益累計額
純資産合計

その他有価証券
評価差額金

その他の包括利益
累計額合計

当期首残高 111,714 111,714 3,618,492

会計方針の変更による累

積的影響額
18,864

会計方針の変更を反映した

当期首残高
111,714 111,714 3,637,356

当期変動額

剰余金の配当 △76,285

親会社株主に帰属する

当期純利益
346,498

自己株式の取得 △59,076

株主資本以外の項目の当

期変動額（純額）
△41,576 △41,576 △41,576

当期変動額合計 △41,576 △41,576 169,559

当期末残高 70,138 70,138 3,806,916

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）
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（単位：千円）

 前連結会計年度
(自　2021年１月１日
　至　2021年12月31日)

 当連結会計年度
(自　2022年１月１日
　至　2022年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 799,710 535,068

減価償却費 187,891 203,132

のれん償却額 2,428 607

貸倒引当金の増減額（△は減少） 20 22

賞与引当金の増減額（△は減少） △28,555 589

受注損失引当金の増減額（△は減少） △48,614 △5,783

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △1,731 △439

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 24,689 20,470

受取利息及び受取配当金 △10,064 △10,605

支払利息 6,994 4,649

固定資産除売却損益（△は益） 10,287 △9,338

売上債権の増減額（△は増加） △195,261 227,564

棚卸資産の増減額（△は増加） 182,301 11,013

仕入債務の増減額（△は減少） 48,878 △48,990

未払金の増減額（△は減少） 39,816 △31,058

未成工事受入金の増減額（△は減少） △233,189 －

契約負債の増減額（△は減少） － △75,763

受取保険金 － △18,576

その他 121,613 △113,302

小計 907,212 689,260

利息及び配当金の受取額 8,508 8,970

利息の支払額 △6,418 △4,790

保険金の受取額 － 18,576

法人税等の支払額 △113,331 △373,354

営業活動によるキャッシュ・フロー 795,971 338,662

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 － △60,259

定期預金の払戻による収入 10,016 －

有形固定資産の取得による支出 △85,235 △159,529

有形固定資産の売却による収入 2,493 9,357

無形固定資産の取得による支出 △20,005 △9,642

投資有価証券の取得による支出 △1,408 △1,782

保険積立金の積立による支出 △7,478 △7,478

保険積立金の解約による収入 － 28,438

貸付けによる支出 △2,200 △2,700

貸付金の回収による収入 3,341 2,316

その他 － 1,000

投資活動によるキャッシュ・フロー △100,477 △200,278

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 －

長期借入れによる収入 100,000 100,000

長期借入金の返済による支出 △153,159 △229,842

リース債務の返済による支出 △37,328 △34,814

自己株式の取得による支出 △567 △59,076

配当金の支払額 △50,861 △76,285

財務活動によるキャッシュ・フロー △241,915 △300,018

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 453,578 △161,634

現金及び現金同等物の期首残高 1,477,072 1,930,651

現金及び現金同等物の期末残高 1,930,651 1,769,016

（４）連結キャッシュ・フロー計算書
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

　該当事項はありません。

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサー

ビスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、主に以下の変更が生

じております。

(１)解体工事契約に係る収益認識

当連結会計年度の期首より、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更してお

ります。なお、履行義務の充足に係る進捗率の測定は、主に発生原価に基づくインプット法によっておりますが、

履行義務の充足に係る進捗度を合理的に見積もることができないものの、発生する費用を回収することが見込まれ

る場合には、原価回収基準を適用しております。また、工事期間がごく短い契約については、代替的な取扱いを適

用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、工事が完了した時点で収益を認識しております。

(２)代理人取引に係る収益認識

顧客への製品の販売における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額

を収益として認識しておりましたが、純額で収益を認識する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の期首

の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この結果、当連結会計年度の売上

高は1,054,122千円減少し、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ30,610千円減少しており

ます。また、利益剰余金の当期首残高は18,864千円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示していた

「受取手形及び売掛金」及び「完成工事未収入金」は、当連結会計年度より「受取手形、売掛金及び契約資産」に

含めて表示し、「流動負債」に表示していた「未成工事受入金」は、当連結会計年度より「契約負債」として表示

することとしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度につ

いて新たな表示方法により組替えを行っておりません。

また、収益認識会計基準第89－３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識」注記

については記載しておりません。

　　　（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」（企

業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定め

る新たな会計方針を、将来にわたって適用することにしました。なお、当連結会計年度の連結財務諸表に与える

影響はありません。

　また、「金融商品関係」注記において、金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項等の注記を行うこ

ととしました。ただし、「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　2019年

７月４日）第７－４項に定める経過的な取扱いに従って、当該注記のうち前連結会計年度に係るものについては

記載しておりません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　　当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　　当社グループは、建築構造物等の撤去及び解体工事を行う「解体事業」、産業廃棄物収集運搬及び中間

処理並びに再生資源化を行う「環境事業」、鉄・非鉄スクラップの仕入れから加工、販売を行う「金属事

業」の３つの事業セグメントから構成されております。

　　従って、当社グループは当該事業別のセグメントから構成されており「解体事業」「環境事業」「金属
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額

（注）２解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高

外部顧客への売上高 1,891,091 1,794,939 4,747,141 8,433,172 － 8,433,172

セグメント間の内部売上高又は

振替高
119,663 326,226 38,534 484,424 △484,424 －

計 2,010,755 2,121,166 4,785,675 8,917,597 △484,424 8,433,172

セグメント利益 325,921 217,858 243,082 786,862 － 786,862

セグメント資産 355,633 1,242,754 703,113 2,301,502 3,460,238 5,761,740

その他の項目

減価償却費 36,614 110,027 41,249 187,891 － 187,891

のれん償却額 2,428 － － 2,428 － 2,428

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
31,081 72,755 62,439 166,275 － 166,275

事業」の３つを報告セグメントとしております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額の算定方法

　　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と概ね同一であります。報告セグメントの利益は、連結損益計算書の営業利益ベースの

数値であります。

　　セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

　　なお、負債については、内部管理上、報告セグメントに配分していないため、記載しておりません。

（収益認識に関する会計基準等の適用）

（会計方針の変更）に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、

収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更し

ております。

　当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の「解体事業」セグメントの売上高は95,033千円

減少、セグメント利益は28,449千円減少し、「環境事業」セグメントの売上高は102,374千円減少、セグメ

ント利益は2,160千円減少し、「金属事業」セグメントの売上高は856,714千円減少、セグメント利益への影

響はありません。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

　（注）１．セグメント資産の調整額3,460,238千円は全社資産であり、現金及び預金、投資有価証券等であります。

２．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（単位：千円）

報告セグメント
調整額
（注）１

連結財務諸表
計上額

（注）２解体事業 環境事業 金属事業 計

売上高

一時点で移転される財・

サービス
734,651 1,725,941 4,942,491 7,403,084 － 7,403,084

一定の期間にわたり移転される

財・サービス
558,579 － － 558,579 － 558,579

顧客との契約から生じる収益 1,293,231 1,725,941 4,942,491 7,961,663 － 7,961,663

その他の収益 － － － － － －

外部顧客への売上高 1,293,231 1,725,941 4,942,491 7,961,663 － 7,961,663

セグメント間の内部売上高又は

振替高
173,791 311,601 35,212 520,605 △520,605 －

計 1,467,022 2,037,542 4,977,703 8,482,268 △520,605 7,961,663

セグメント利益 72,357 146,050 268,119 486,527 － 486,527

セグメント資産 160,165 1,201,563 700,062 2,061,792 3,260,423 5,322,215

その他の項目

減価償却費 39,849 119,762 43,520 203,132 － 203,132

のれん償却額 607 － － 607 － 607

有形固定資産及び無形固定資産

の増加額
6,750 106,361 73,107 186,219 － 186,219

（単位：千円）

解体事業 環境事業 金属事業 合計

外部顧客への売上高 1,891,091 1,794,939 4,747,141 8,433,172

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ナベショー 2,047,016 金属事業・環境事業

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

　（注）１．セグメント資産の調整額3,260,423千円は全社資産であり、現金及び預金、投資有価証券等であります。

２．セグメント利益は連結損益計算書の営業利益と一致しております。

【関連情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報
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（単位：千円）

解体事業 環境事業 金属事業 合計

外部顧客への売上高 1,293,231 1,725,941 4,942,491 7,961,663

（単位：千円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社ナベショー 2,168,681 金属事業・環境事業

（単位：千円）

解体事業 環境事業 金属事業 全社・消去 合計

当期償却額 2,428 － － － 2,428

当期末残高 607 － － － 607

（単位：千円）

解体事業 環境事業 金属事業 全社・消去 合計

当期償却額 607 － － － 607

当期末残高 － － － － －

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

２．地域ごとの情報

(1）売上高

　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、記載を省略しております。

(2）有形固定資産

　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

３．主要な顧客ごとの情報

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

　該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　2021年１月１日　至　2021年12月31日）

当連結会計年度（自　2022年１月１日　至　2022年12月31日）

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

　該当事項はありません。
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前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

１株当たり純資産額 1,067.24円 1,137.10円

１株当たり当期純利益 150.27円 102.88円

前連結会計年度
（自　2021年１月１日

至　2021年12月31日）

当連結会計年度
（自　2022年１月１日

至　2022年12月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益

（千円）
509,529 346,498

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

当期純利益（千円）
509,529 346,498

普通株式の期中平均株式数（株） 3,390,648 3,367,974

（１株当たり情報）

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．当社は、2022年１月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。それに伴い、前

連結会計年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

を算定しております。

　　　　３．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。
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